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背景と目的

｜ 川上（漁船漁業）のあらゆる情報をデジタル化し、新たな価値を創出する。社会

実装を意識し、コストを最小限に抑える

漁獲データは紙で管理され、活かされていない

（沖合底びき網漁業のデータ収集）

「あらゆるデータをデジタル化し、活用する」
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（沖合でローカルネットワークを構築し、データ共有を実現）

船間通信の無料化
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生産現場のデジタル化

｜ 漁獲情報を入力すると、水揚げ金額や漁獲量を集計するアプリを開発した。漁

業者が必要とする情報を提供することで、漁獲情報を効率良く収集する
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漁獲情報の入力

入力（１号船）

２号船 漁労長

漁獲データと水揚げ金額が自動更新される

デジタル化により、漁労長
の事務作業は無くなった
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産地市場のデジタル化

（仲卸業者）

｜ 市場には各船の漁獲状況が集計される。市場のニーズは５段階で評価され、生

産者にフィードバックされる。デジタル化導入によりニーズに応じた操業が可能

・産地市場には、各船の漁獲状況が
魚種別に自動集計される。

・仲卸業者は、市場のニーズを5段階
で評価し、生産者へフィードバックする

A丸 B丸 C丸 D丸 E丸
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資源データのデジタル化

｜ 漁獲された全ての漁獲物に、漁獲日時・漁獲位置（緯度経度）・漁獲量が紐付け

され、テキストファイルで出力される。漁獲成績報告書も自動作成できる

ひと網毎の漁獲データが自動的に
作成される

漁獲された日時、位置、漁獲量がすべて紐付けされる

（サンプル） （サンプル）
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入港予定時刻お知らせメール

｜ 下関漁港から30，10，3 マイル（任意）に到達すると、最新の速力と距離から入

港予定時刻を算出する。その結果を関係者にメールで自動配信する
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箱使用状況お知らせメール

｜ アプリは、魚函（箱）の使用状況を自動的に集計する。結果を箱業者に自動配信

することで、発注の先読みが可能となる。不要な在庫を持つ必要がない
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デジタル化導入による評価
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｜ 下関漁港の「１航海当たりの水揚金額」は、デジタル化導入後（R１〜）、増加傾

向に転じている。R３年度は過去最高の水揚金額を記録した

資料提供：山口県下関水産振興局
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まとめ

｜ デジタル化によって、漁業者が必要とする情報を迅速に提供することが可能と

なった。これがインセンティブとなり、様々な価値を創出している

ü 「水揚げ予想金額」 → 漁獲情報×全魚種×正確さ×スピード

ü 「操業記録」 → GPSデータ ×漁獲情報×投・揚網日時

外部データに頼らず、収集されたデジタルデータを加工し、多くの情報を提供

• 水揚げ予想金額

• 漁獲情報の集計作業が不要 （1航海 → 約17時間削減）

• 曳網時間 （休息時間の把握）

• 漁獲成績報告書

• 入出港メール・箱メール

• 漁獲情報の収集・蓄積
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最後に

｜生産から消費まで

ü 沖合で操業する漁獲データの収集を実現する

ü 仲買人との連携を可能にする

ü 生産から消費をデジタルでつなぐ仕組みと環境を作る

｜デジタル化と価値創出

ü デジタル化は目的ではない。あくまで手段

ü デジタル化で価値を創出するには、データを貯めて運用することが必要

｜デジタル化の最終目的

ü 「大規模・集中・グローバル」から「小規模・連携・ローカル」へ

ü データの蓄積・加工・提供 → 地域活性化へ
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